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　近年、全国各地で自然災害による
甚大な被害が発生しており、今年
は、豪雨・台風に加えて思いもよら
ない新型コロナウィルスの脅威にさら
されています。被災された多くの皆様
方、そして、休業等の経営被害を受
けられている皆様方には、心からお
見舞い申し上げます。
　毎年のように起こる大地震・台風・
洪水等の自然災害に対して、中小企
業の防災・減災対策を促進するた
め、2019年7月16日に「中小企業強靭
化法」が施行されました。この法律に
基づき防災・減災の事前対策に取り
組む中小企業は、信用保険枠の追
加、低利融資、防災・減災設備への
税制優遇、補助金の優先採択等の
支援を受けられます。
　このような背景から、緊急時にお
いても中小企業が存続していくため
にBCPの重要性が取り沙汰されるよ
うになってきています。

１．BCP取り組みの必要性
　BCPとはBusiness Continuity Plan
の略で「事業継続計画」とも言われま
す。大地震等の自然災害、感染症の
まん延、テロ等の事件、大事故、サプ
ライチェーン（供給網）の途絶、突発
的な経営環境の変化など不測の事
態が発生しても、重要な事業を中断
させない、または中断しても可能な限
り短い期間で復旧させるための方
針、体制、手順等を示した計画のこと

です（内閣府：事業継続ガイドライン
より）。
　東日本大震災のような自然災害が
突然発生したら、想定外の状況によ
るストレスで、どれだけの人が正常な
判断で冷静に行動できるのかわかり
ません。しかし、このような有事の際
でも事前の備えができていれば、危
機的状況を乗り越えることができるの
ではないでしょうか。この備え方を予
め規定しておくことこそがBCPの意
義ということになります。
　サプライチェーンを構成し、我が国
経済を支える多くの中小企業にとっ
て、BCPは避けられないものになって
きており、その対策をしておかないと
危機的状況に直面したときのダメー
ジは計り知れないものと思われます。
　したがって、BCPは
●自然災害など有事の際のダメージ
を最小限に食い止める
●早期復旧を果たし事業を継続する
●サプライチェーンの停滞を防ぐ
ために必要であり、更に、この取り組
みを行うことで副次的に
●取引先等からの信頼性が向上する
●重要業務や優先度が可視化する
●自社の強みと弱みが再認識できる
ことが期待できるため、競争力の強
化という効果にもつながってくるわけ
です。
　特に、農林漁業は自然災害や天候
不良などの自然環境要因に大きく左
右される側面があるため、個々の農

林漁業者は、一般企業と同様、むし
ろそれ以上にBCPに取り組むことへ
の必要性は高いものと考えられます。
　なお、BCPは自然災害の対策につ
いて重要性がフォーカスされますが、
それだけに留まらず、2018年3月に中
小企業庁が公表した「支援機関向
け中小企業BCP支援ガイドブック」に
は経営改善をテーマに取り組む場合
の効果についても取り上げられてい
ます。
　このガイドブックでは「BCPは、災害
や大きな事故等が発生した状況にお
いて、限られた経営資源の中、どのよ
うに短時間に対応するかをあらかじ
め考え、実際の状況に応じて、柔軟に
判断しながら行動が起こせるよう訓
練して対応力を高めるための活動で
す。これは、日常の経営改善（＝経営
の効率化）と同意義」であり「日常の経
営改善の延長線としてBCPの要素を
取り入れていれば結果的に災害に対
して強くなることが期待されます」とし
ており、BCPの考え方として「経営改
善（全般）」「資金計画」「IT活用」「販
路開拓」「働き方改革」「事業承継」に
BCPの要素を取り入れるよう提案がな
されています。
　リスクを最小化し、リターンを最大
化する経営改善を図る活動が、危機
的状況下でも事業の継続を可能に
する体制づくりに役立つことになるわ
けです。そして、BCPに取り組むこと
で経営課題の解決につながる代表

例として「事業承継」が挙げられてい
ます。

２．事業承継問題
　事業承継対策の主なキーワードは
「ヒト・モノ・カネ」ですが、とりわけ話
題に上がるのが「ヒト」の問題です。
　仕事柄、税務面でのご相談から
事業承継の問題にも関わらせていた
だくのですが、後継者が不在だった
り決まらないということで苦悩されて
いる企業がとても多いと感じます。国
内企業全般で後継者不足が課題で
あり、更に経営者の高齢化もこの問
題に拍車をかけています。
　これまでは、産業を問わず中小企
業の事業承継は親族内での承継が
中心でしたが、出生率の低下に伴う
少子化や、価値観の多様化による個
人の生き方の選択肢が増えるなど、
昨今は親族内承継が難しい時代に
なっています。
　一方、「モノ」「カネ」については、
「経営承継円滑化法」により事業承
継資金等を確保するための金融支
援や事業承継に伴う税制支援（贈
与税･相続税の納税猶予及び免除
制度）の前提となる認定等が手当て
され、対策の選択肢が拡充されてい
ますが、後継者が見つからないこと
には事業そのものが途絶えてしまい
ます。事業承継というリレーを続ける
には、とにもかくにもバトンを受け取っ
てくれる相手を見つけることがまずは
必要ということです。
　農林漁業においても後継者不在
問題は例外ではなく、特に家族経営
の色彩が強く、高齢化による生産効
率の低下の問題は他産業に比べて
むしろ深刻な状況であるといわれて

います。このような背景の中、人手が
少なくても生産効率を上げる方法を
見つけるため、スマート農林水産業
の推進も行われています。
　スマート農林水産業の推進は、農
林漁業が更に魅力ある産業に転換
されて新たな就業者が増えることや
ノウハウの伝承などの事業承継対策
につながる効果があると思います。
個々の農林漁業者がBCPへの取り
組みをきっかけとして、経営改善を図
るなかでスマート農林水産業化を取
り入れて事業承継問題の解決の糸
口になることを期待しています。

３．農林漁業信用基金とリスク管理
委員会
　農林漁業には生産性向上や効率
化を図る経営努力だけでは対処でき
ない自然災害や天候不良などの自
然環境、また、生産物の価格低下な
どの大きなリスクがあります。国は、こ
れを補完し、農林漁業の産業発展を
支えるための制度を整備しており、農
林漁業信用基金はその制度基盤の
一翼を担っています。
　農林漁業の事業承継が円滑に進
み発展を遂げるには、効率的・安定的
な経営体の育成が重要になります。そ
のためには、農林漁業者に対する円
滑な資金供給は欠かせません。
　農林漁業信用基金は、農林漁業
を営む事業者の信用力を補完し、経
営等に必要な資金の融通を円滑に
すること等により、農林漁業の健全な
発展に資することを使命としていま
す。この使命を果たすため、信用基
金が行う業務に内在する保険引受
リスク（農業・漁業）や保証リスク（林
業）等の個別のリスクを捉え、これら

を統合的に管理することで、信用基
金の運営を適正かつ安定的に行っ
ていく必要があり、このリスク管理状
況を専門的に点検するための機関
としてリスク管理委員会が設置され
ています。
　農林漁業信用基金のリスクへの
取組は、いわば農林漁業の産業全
体のBCPの一環をなす重要なものと
いえます。
　このような盤石な制度基盤を背景
に、個々の農林漁業者によるBCPへ
の取組や円滑な事業承継が行われ
ることで、農林漁業が健全に発展し、
食料等の安定供給が守られていくこ
とを切に願うものです。
　私もリスク管理の役割を担う一員
として、BCPへの関心が高まり、何ら
かのかたちで社会の持続的発展の
ためにお役に立つことができればと
思っております。

（農林漁業信用基金リスク管理委員会委員）
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